１　地方税制の改正

地方税法の一部を改正する法律（平成27年法律第2号）による改正

１　改正の趣旨

　　現下の経済情勢等を踏まえ、デフレ脱却と経済再生の観点から、法人事業税の所得割の税率の引下げと外形標準課税の拡大等を行うとともに、経済再生と財政健全化を両立するための地方消費税率引上げの施行日の変更等、環境への負荷の少ない自動車を対象とした自動車取得税の特例措置の見直し等を行うほか、税負担軽減措置等の整理合理化等を行います。

　

２　主な改正点
（１）　法人事業税
①　資本金１億円超の普通法人について、所得割の税率を引き下げるとともに、外形標準課税を２年間で、
現行の４分の１から２分の１に段階的に拡大。（現行1/4 → 27年度 3/8 → 28年度 1/2）

※ 国・地方を通じた法人実効税率：現行34.62％→27年度 32.11％(△2.51％)→28年度 31.33％(△3.29％)
	〔標準税率〕
	現行
	平成27年度
	平成28年度以降
	

	付加価値割
	0.48％
	0.72％
	0.96％
	＊ 括弧書きは、地方法人特別税等に関する暫定措置法適用後の税率。

	資本割
	0.2％
	0.3％
	0.4％
	

	所得割　※
	7.2％
	6.0％
	4.8％
	

	
	（4.3％）
	（3.1％）
	（1.9％）
	

	
	※１　所得割の軽減税率についても比例的に引下げ。


	

	
	※２　地方法人特別税の税率を、所得割の税率の引下げに合わせて
見直し。(規模は現行同様)
	


②　所得の拡大を図る観点から、法人税における所得拡大促進税制と同様の要件を満たす法人について、
給与増加分の負担を軽減。

③　外形標準課税の拡大により負担増となる法人のうち、事業規模が一定以下の法人について、２年間に限り
負担増を原則２分の１に軽減。
④　資本割の課税標準について、現在の課税標準である資本金等の額が、資本金と資本準備金の合計額を下回る場
合、当該額を課税標準とする。また、法人住民税均等割の税率区分の資本金等の額を資本割の課税標準に統一。
（２）　自動車取得税
①　平成32 年度燃費基準への置き換えを行うとともに、平成32 年度燃費基準未達成の現行エコカー減税対象
車の一部を、引き続き減税対象とする措置を講じ、２年延長。
②　中古車の取得に係る課税標準の特例措置の対象範囲の見直し。

③　先進安全自動車（ＡＳＶ）の取得に係る課税標準の特例措置の拡充。
　（３）　消費税率10％への引上げ時期の変更
1 　消費税率10％への引上げ等の施行日を平成29年４月１日に変更。

2 　景気判断条項（税制抜本改革法（地方）附則第19条第３項）を削除。

3 　地方消費税の社会保障財源化分に係る経過措置等所要の措置。

　（４）　不動産取得税
　　　特例税率等
1 　住宅及び土地に係る税率の特例措置（４％→３％）を３年延長。

2 　宅地評価土地に係る課税標準の特例措置（２分の１）を３年延長。
　　　特例措置

　　　 ①　買取再販事業者が既存住宅を取得し、２年以内に一定のリフォームを行った上で個人に販売した場合、不動産取得税の税額を減額する特例措置を創設。
　　   ②　Jリートに係る不動産取得税の課税標準の特例措置について、対象施設に物流施設を追加した上、２年延長。
　
（５）　地方たばこ税　

　　　　 旧３級品の製造たばこに係る特例税率を段階的に縮減・廃止（平成28 年４月１日から平成31 年４月１日までに、４段階で税率引上げを実施）。

	
	現行
	H28.4.1
	H29.4.1
	H30.4.1
	H31.4.1

	道府県たばこ税

（1000本あたり）
	411円
	481円
	551円
	656円
	860円


（６）　狩猟税　
　　　有害鳥獣捕獲従事者に係る狩猟税の軽減措置

　　　有害鳥獣捕獲従事者の確保を目的として、以下の軽減措置を平成30 年度（平成31年３月31 日）まで実施。

1  対象鳥獣捕獲員に係る狩猟者登録 → 非課税（現行 税率２分の１）

2  認定鳥獣捕獲等事業者の従事者に係る狩猟者登録 → 非課税(新設)

3  有害鳥獣捕獲許可に基づく許可捕獲の従事者に係る狩猟者登録 → 税率２分の１(新設)

（７）　軽油引取税の課税免除措置

　　　　軽油引取税の課税免除の特例措置の一部を廃止の上、３年延長。

（８）　納税環境整備

地方税における猶予制度の見直し

地方税の猶予制度について、地方分権を推進する観点から一定の事項については条例で定めることとした上で、国税の昨年度の改正を踏まえ所要の見直し。（平成28年４月１日施行）
※上記は、地方税法の一部を改正する法律（平成27年法律第２号）による改正内容であり、
　２（１）①の平成28年度の税率、（３）①等、以降の法改正により施行前に再度改正されたものもある。
